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地域再生計画 
 
１ 地域再生計画の名称 
  山口県活力向上地域特定業務施設整備促進プロジェクト 
 
２ 地域再生計画の作成主体の名称 
  山口県 
 
３ 地域再生計画の区域 
  山口県の全域 
 
４ 地域再生計画の目標 
４－１ 地域の特色と目指す産業集積の概要について 
（１）地域の特色について 

①地理的条件 

      本州最西端に位置する山口県は、中国・四国・九州地方を睨んだ西日本の

生産拠点として最適なポジションにあり、韓国、中国をはじめとする東アジ

アに本州で最も近く、下関港からは韓国(釜山)、中国(青島・蘇州)に３つの

国際定期フェリー航路(全国最多)を有するなど、東アジアへの企業展開を視

野にいれた企業にとっても適した立地条件である。 

     また、本県中央部を横断する中国山地の南側は瀬戸内海式気候で、一年を

通して雨が少なく(年降水量は１，５００㎜～２，２００㎜)、比較的温暖な

気候(年平均気温１６℃前後=全国中位)である。 

      さらに、下関地方気象台で震度観測が残る大正１２年以降の地震回数は、

全国３位の少なさであり、震度６弱以上の揺れは発生しておらず、地震調査

研究推進本部によると、今後３０年以内に山口市で震度６弱以上の揺れが起

きる確率は４％と全国でも低く、地震発生頻度の少ない県である。 

 

②既存の産業集積の状況 

         本県の瀬戸内海沿岸では、大正時代より造船、化学、機械、金属などの工

場が次々に進出し、第二次大戦後は、石油化学コンビナートが形成され、全

国有数の工業県に発展した。 

宇部市・山陽小野田市などの西部地域では、美祢市の秋吉台を取り巻く周

辺地域から産出する石灰石を原材料とするセメント製造工場が立地し、周南

市・岩国市など東部地域では、ソーダなど化学製品を製造する企業が集中す

るなど、基礎素材型産業が集積している。 

         この基礎素材型産業に加えて、防府市・下松市・下関市では、輸送用機械

の製造も盛んであり、自動車、鉄道車両、造船などの大手輸送用機械メーカ
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ーが揃う中、大手メーカーの工場周辺には、その関連部品を供給する中小企

業などが集積している。 

特に、自動車は隣県の広島県に加え、福岡県と大分県と合わせ、年間２５ 

０万台以上が生産される日本有数の自動車産業集積地を形成し、本県はその 

中心の利便性の高い場所に位置している。 

     また、メカトロニクス・電子部品関連産業や、充実した港湾・空港・高速 

道路網を生かした流通業なども発展しており、さらに、近年では医療、環境 

エネルギー関連分野の進出がめざましく、医療関連分野では、多くの医薬品 

製造工場が本県に立地しており、原薬生産額が６００億円(平成２５年：全 

国２位)を超えている。 

一方、日本海側では、水産加工品などの食料品製造業が集積している。 

 

（２）目指す産業集積の概要について 

       本県の製造品出荷額は６兆円を超え(平成２５年：全国１６位)、製造業に

おける県内総生産額に占める割合も約３１％(平成２４年度)で、全国平均を

１０ポイント以上も上回るなど、製造業は、本県産業の発展を支える大きな

柱となっている。 

      これまでの本県製造業は、化学工業、石油製品、鉄鋼等の基礎素材型産業

をはじめとして、輸送用機械、医薬品、電子部品など、多様な分野で企業立

地が進み、産業集積が図られてきたところである。 

しかしながら、本県が、今後も持続的・自立的発展を続けていくためには、 

本県工業の持つ強みや特性を活かし、バランスの取れた足腰の強い産業構造 

の構築を図るとともに、これを支える雇用の創出が課題であり、総合的・計 

画的な取組を進めることが求められている。 

そのため、県と市町、経済団体や産業支援機関等が一体となって、県企業 

立地促進計画を策定し、引き続き企業立地・事業高度化を促進し、産業集積 

の形成・活性化を目指している。 

 

４－２ インフラの整備状況 
（道 路） 
      本県の高速道路は、県内を横断する「山陽自動車道」と「中国自動車道」の

２本であり、「九州自動車道」に直結するなど一般道路の国道２号・９号線な

どと併せた道路基盤整備は県内全域で確立しており、道路は、本県が誇れるイ

ンフラの一つである。 

    なお、道路舗装率(９３．５％)は全国第４位で、国土交通省が実施した「道

路利用者満足度調査」では全国総合１位になるなど抜群の道路環境である。 
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 （鉄 道） 

   新幹線駅が５駅(新下関駅、厚狭駅、新山口駅、徳山駅、新岩国駅)あり、県

内各地から全国主要都市へのアクセスも容易である。新山口駅及び徳山駅には

「のぞみ」が停車し、新山口駅、徳山駅、新下関駅には山陽・九州直通新幹線

「さくら」が停車するため、首都圏や近畿圏などの主要都市からの所要時間が

大幅に短縮されている。 

    また、コンテナ貨物を取扱う駅が４駅(下関駅、宇部駅、新南陽駅、岩国駅)

あり、企業の陸上輸送手段の選択の幅を拡げている。 

 

（空 路） 

山口宇部空港へは、現在、東京・羽田便が１日１０往復運行されており、ター

ミナルビルには無料で利用できる１，５００台収容可能な駐車場が完備されてい

る。 

 また、平成２４年に東京・羽田便１日４往復とする岩国飛行場(岩国錦帯橋空

港)が開港したことで、首都圏と県東部地域のアクセスが大幅に向上するととも

に、島根県の石見空港(萩・石見空港)及び福岡県の北九州空港の利用も可能であ

り、首都圏へのアクセスに優れている。 

 

 （港 湾） 

      本県は瀬戸内海側に、２つの国際拠点港湾(下関港、徳山下松港)と４つの重

要港湾(岩国港、三田尻中関港、宇部港、小野田港)を有しており、特に、徳山

下松港、宇部港は「国際バルク戦略港湾」に、下関港は「日本海側拠点港(総合

的拠点港)」に選定され、本県港湾の優位性をさらに高めている。 

また、下関港からは韓国(釜山)、中国(青島・蘇州)に３つの国際定期フェリ 

ー航路(全国最多)を持ち、東アジアとの交流の窓口として発展している。 

 

（教育機関） 

      伝統的に向学の気風に富み、全国的にも教育県として知られ、県内には、工業

系学科を有する国立大学法人山口大学、東亜大学、山口東京理科大学の３大学を

含む大学１０校や独立行政法人水産大学校、短期大学５校が設置されている。 

また、工業県山口を象徴するように、工業系の高等専門学校(大島商船高等専 

門学校、徳山工業高等専門学校、宇部工業高等専門学校)が３校設置されており 

高等学校において、工業を学ぶ生徒数の割合が全国３位という状況である。 

 

（産業支援機関） 

     新たな産業や技術革新の創出のため、多くの産業・技術支援機関が設置されて

おり、企業の研究開発等の支援、大学や民間との産学公連携による共同研究や次

世代の産業育成のための研究開発などの取組がなされている。 
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      なお、そのうち、中核的・特徴的な機関については、次のとおりである。 

 

    ○公益財団法人やまぐち産業振興財団 

        産学公連携の要となる機関として、本県産業技術の高度化や新たな産業創出

などを目指して設立し、技術シーズと企業ニーズのマッチングから研究開発・

製品化・事業化に至る各段階においてきめ細かな支援を実施している。 

 

    ○地方独立行政法人山口県産業技術センター 

        県内唯一の工業系公設試験研究機関として、平成２１年に地方独立行政法人 

に移行し、その機動力を活かし、地域のものづくり企業への迅速で、且つ効果 

的な支援を行う「中核的技術支援拠点」を目指して活動を続けている。 

また、センター内の施設や高度な分析・評価機器等を開放し、研究開発・商 

品開発等の支援や技術相談、人材育成に積極的に取り組んでいる。 

 

  ○やまぐちイノベーション創出推進拠点 

       平成２３年、国立大学法人山口大学(常盤キャンパス)及び地方独立行政法人

山口県産業技術センターに省エネ・環境・マテリアル技術分野の産学公共同研

究開発を推進するため、電子顕微鏡など各種先端研究設備機器を有する「やま

ぐちイノベーション創出推進拠点」を整備し、当拠点を活用して、事業化を目

指す産学公共同研究プロジェクトを推進するとともに、人材の育成、研究成果

の地域企業への展開に取り組んでいる。 

 

４－３ 近年の企業立地動向と今後の見通し 
    リーマンショックによる誘致件数減少に対応するため、平成２２年度に県産業団

地を取得する企業に対する補助制度を拡充(８割補助、上限なし)した後、現在まで

１２年連続で２０件を超える誘致を実現。 

 

（図表 山口県の企業誘致件数） 
区 分 平成 

21年 

平成 

22年 

平成 

23年 

平成 

24年 

平成 

25年 

平成 

26年 

平成 

27年 

平成 

28年 

平成 

29年 

平成 

30年 

令和 

元年 

誘致件数 10 23 25 27 35 25 30 29 25 28 27 

計画雇用人数 182 441 662 1,225 620 569 457 747 1,317 524 538 

区 分 令和 

2年 
令和 

3年 
 

誘致件数 23 25 

計画雇用人数 444 640 

      出典：「令和 3年の企業誘致実績」(山口県) 

    (誘致件数) 企業の工場等の新設等に県が関与し、企業が進出先の市町と進出協定を締結 
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した件数 

 

４－４ 地域再生計画の目標 
   山口県では、人口減少、少子高齢化が進行しており、このままでは、産業・経

済をはじめ、地域社会や県民生活に深刻な影響を及ぼすことが考えられる。 
人口減少の要因として挙げられるのは、若者の県外流出(社会減)である。中で

も、女性の流出が男性を上回っており、このことが出生数の減少(自然減)に繋が

り、人口減少を加速させている。 

また、若者の県外流出の理由としては、県内に適した雇用の場が少ないことが

考えられる。 

そのため、今まで行ってきた第２次産業(製造業)中心の企業誘致に加え、若者

や女性が就労しやすい第３次産業や企業の本社機能の誘致を強化し、本県におけ

る就労機会の創出等を図ることを目標とする。 
 
（目標１ 就労機会の創出） 

  地方活力向上地域等特定業務施設整備事業の実施により、２４０人の雇用機会の

創出を図る。 

 

（目標２ 企業の新規立地） 

東京にある企業の本社機能の移転を伴う新規立地等(移転型事業の認定件数)を

計画期間内で１２件、域内企業本社機能の拡充を伴う新規立地等及び東京以外の地

域にある企業の本社機能の移転を伴う新規立地等(拡充型事業の認定件数)を計画

期間内で１２件とする。 

 
５ 地域再生を図るために行う事業 
５－１ 全体の概要 
  本県産業の活力を拡大するため、成長が期待される医療関連産業や環境エネル

ギー分野等における重点的な企業誘致活動など県外の優良企業の誘致を推進す

るとともに、本社機能等移転促進補助金の創設やワンストスップ相談窓口の機能

強化等の取組により企業の本社機能の移転及び拡充に伴う新規立地を推し進め、

本県における就労機会の創出を図る。 
 

５－２ 特定政策課題に関する事項 
     特になし 
 
５－３ 法第５章の特別の措置を適用して行う事業 
（１）支援措置の名称及び番号 

       地方における本社機能の強化を行う事業者に対する特例 
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（内閣府、総務省、厚生労働省、経済産業省）【Ａ３００５】 
 

（２）地方活力向上地域 
     ①法第十七条の二第一項第一号に掲げる事業の対象となる地方活力向上地域 
     下関市並びに宇部市、山口市、萩市、防府市、下松市、岩国市、光市、長

門市、柳井市、美祢市、周南市及び山陽小野田市並びに山口県大島郡周防

大島町並びに玖珂郡和木町並びに熊毛郡上関町、田布施町及び平生町並び

に阿武郡阿武町の区域の一部(別紙１のとおり) 

 
②法第十七条の二第一項第二号に掲げる事業の対象となる地方活力向上地域 

      下関市並びに宇部市、山口市、萩市、防府市、下松市、岩国市、光市、長

門市、柳井市、美祢市、周南市及び山陽小野田市並びに山口県大島郡周防

大島町並びに玖珂郡和木町並びに熊毛郡上関町、田布施町及び平生町並び

に阿武郡阿武町の区域の一部(別紙２のとおり) 
 
（３）地方活力向上地域の設定について  
   【移転型事業の対象地域】 

    本県の県政運営の指針として策定した「元気創出やまぐち！未来開拓チ

ャレンジプラン」では、人口減少の克服に向け、本県の実情に応じた、実

効性のある地方創生の取組を進めているところである。 

また、本県の産業構造は、瀬戸内海側では、化学工業、石油製品、鉄鋼 
等の基礎素材型産業等が集積しており、日本海側では、水産加工品などの

食料品製造業等が、地場産業として定着しているなど、地域ごとに特色の

ある産業集積が進んでおり、こうした特性を活かしながら、産業集積の強

化を図っていることから、本県の地域特性である分散型都市構造において

も東京からの本社機能の移転が期待される地域である。 

      
   【拡充型事業の対象地域】 

本県は、高い山が少ないため、日本海側と瀬戸内海側との移動が、比較

的容易であるという地理的要因に加え、道路基盤整備は県内全域で確立し

ていることから、県内各地域間の移動も短時間で可能であるなど、地域的

な一体性を有している。 
         また、企業の研究開発を支援する大学として、山口大学工学部は、「も

のづくり創成センター」など充実した教育環境が整っており、技術と経営

の両面から人材の育成に努め、産学公連携機関として充実していることが

特徴の一つとなっている。 

山口東京理科大学工学部は、昭和６２年に当時のテクノポリス計画にお

いて、誘致に成功し、情報産業やエレクトロニクス産業を中心に、多様な
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人材を輩出している。東亜大学医療学部は、厚生労働省の養成施設として、

臨床工学技士や救急救命士などの養成に取り組んでいる。 

工業県山口を象徴するように、工業系の高専３校(大島商船・徳山工業・

宇部工業)が設置され、チャレンジマインドに富んだ人材を輩出している。   

      また、(公財)やまぐち産業振興財団や(地独)山口県産業技術センター等

の産業支援機関は、山口市や宇部市の県央部に設置され、県内各地域の企

業を支援している。 
今後もこうした教育機関や産業支援機関と連携を図り、本県全域の産業

集積を進めていくことから、東京２３区以外の地域からの本社機能の移転 

や県内企業の本社機能の拡充が期待されるところである。 
 

       こうしたことから、本計画では、山口県内全市町(１９市町)の一部を地

域再生計画における移転型事業並びに拡充型事業の区域に指定する。 

 

     本 県 の 状 況 

市 町 名 人 口 
昼間/夜間  

人 口 

人口当たり 

事業所数 

35000 山 口 県 1,409,952 99.5% 4.4% 

35201 下 関 市 271,072 98.6% 4.4% 

35202 宇 部 市 170,211 100.9% 3.9% 

35203 山 口 市 194,947 101.1% 4.6% 

35204 萩 市 50,135 98.3% 6.3% 

35206 防 府 市 116,005 98.3% 3.9% 

35207 下 松 市 55,135 101.9% 4.4% 

35208 岩 国 市 138,216 98.2% 4.4% 

35210 光 市 51,744 95.2% 3.6% 

35211 長 門 市 35,771 98.3% 4.9% 

35212 柳 井 市 33,185 103.4% 5.6% 

35213 美 祢 市 26,698 100.1% 4.6% 

35215 周 南 市 145,268 103.7% 4.8% 

35216 山陽小野田市 62,920 96.2% 3.5% 

35305 周防大島 町 17,493 99.4% 5.1% 

35321 和 木 町 6,211 94.3% 5.3% 

35341 上 関 町 2,941 95.7% 7.4% 

35343 田 布 施 町 15,453 87.7% 3.3% 

35344 平 生 町 13,060 93.0% 3.8% 

35502 阿 武 町 3,487 96.5% 4.9% 

 出典：平成２６年経済ｻﾝｾｽ[山口県版]及び平成２２年国勢調査、山口県人口移動統計調査（平成 26年 7月） 
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（４）地方活力向上地域等特定業務施設整備事業の内容等 
  イ 地方活力向上地域等特定業務施設整備事業 
   ①事業概要（移転型事業） 
   民間企業等により実施される東京２３区から本社機能の移転を伴う特定業務

施設の整備 

   実施期間：平成２７年１０月～令和９年３月 
   実施場所：上記（２）①に記載する移転型事業の対象地域内 
 

②事業概要（拡充型事業） 
民間企業等により実施される拡充型事業の対象地域内における特定業務施設の

整備 
   実施期間：平成２７年１０月～令和９年３月 
   実施場所：上記（２）②に記載する拡充型事業の対象地域内 
 

 ロ 地方税の課税免除制度の創設 
事業概要： 企業の本社機能等の移転に係る不動産取得税等についての課税免

除制度を創設する。 

実施主体：山口県 

実施期間：平成３０年６月～ 

 
 ハ 地方税の不均一課税制度の創設 

事業概要： 企業の本社機能等の移転及び域内企業の本社機能等の拡充に伴う

税目について不均一課税制度を創設する。 

実施主体：山口県及び県内１９市町 

実施期間：平成２７年１２月～ 

 
５－４ その他の事業 
５－４－１ 地域再生基本方針に基づく支援措置 

       該当なし 
 
５－４－２ 支援措置によらない独自の取組 

  イ ワンストップ相談窓口の設置  
   事業概要： 山口県商工労働部企業立地推進課に、山口県内において新規立地

等を行う企業の相談に応じるワンストップ相談窓口を設置している

ところであるが、適地の紹介や設備投資助成のみならず、許認可手

続きにも対応できる体制を構築し、ワンストップ相談窓口機能の強

化を行う。 
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実施主体：山口県 

事業期間：平成２７年１０月～ 
 
  ロ 本社機能等移転促進補助金の創設（移転） 

   事業概要： 東京から地方への人の流れを創り出し、人口減少の抑制や地域活

力の維持・向上に向けて、国の地方拠点強化税制措置の適用に拘ら

ず、県外から本県に本社機能を移転する企業に対して、常用雇用者

１人当たり５０万円の補助制度を創設。 

実施主体：山口県 

事業期間：平成２７年１０月～ 

 

６ 計画期間 
  地域再生計画認定の日から令和９年３月３１日まで 
 
７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 
７－１ 目標の達成状況に係る評価の手法 
４に示す地域再生計画の目標については、計画期間中の各年度に必要な調査行い

状況の把握を行うとともに、達成状況の評価、改善すべき事項の検討を行うことと

する。 
 
７－２  目標の達成状況に係る評価の時期及び評価を行う内容 

区   分 

平成２７

年度 

平成２８

年度 

平成２９

年度 

平成３０

年度 

令和元

年度 

 

令和２

年度 

令和３

年度 

(中間年度) 

令和４

年度 

令和５ 

年度 

 

(目標１) 

雇用創出人数 
２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 

(目標２) 

地方活力向上地域

等特定業務施設整

備計画認定件数 

２件 

(うち 

移転型

１件) 

２件 

(うち 

移転型

１件) 

２件 

(うち 

移転型

１件) 

２件 

(うち 

移転型

１件) 

２件 

(うち 

移転型

１件) 

２件 

(うち 

移転型

１件) 

２件 

(うち 

移転型

１件) 

２件 

(うち 

移転型

１件) 

２件 

(うち 

移転型

１件) 

区   分 

令和６ 

年度 

 

令和７ 

年度 

 

令和８ 

年度 

(最終年度) 

 

(目標１) 

雇用創出人数 
２０人 ２０人 ２０人 

(目標２) 

地方活力向上地域

等特定業務施設整

２件 

(うち 

移転型

２件 

(うち 

移転型

２件 

(うち 

移転型
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備計画認定件数 １件) １件) １件) 

(指標とする数値の収集方法)  

(目標１ 雇用創出人数) 

地方活力向上地域等特定業務施設整備計画の認定業者から提出をうける実施状況報告書の特定業

務施設における常時雇用する従業員の増加数により把握する。 

 

 (目標２ 地方活力向上地域等特定業務施設整備計画認定件数) 

地方活力向上地域等特定業務施設整備計画の認定件数により把握する。 

なお、地域別の目標値については、当該目標は年２件程度であること及び本県の県政運営指針で

ある「元気創出やまぐち！未来開拓チャレンジプラン」では、その活力指標として山口県全体の目

標値を掲げ、地域別の目標を掲げていないことから、整合性を図るため設定しない。 

 
 
７－３  目標の達成状況に係る公表 
 地域再生計画の目標の達成状況については、中間評価及び事後評価の内容を、速

やかに山口県のホームページ上で公表する。 
 

８ 構造改革特区域計画に関する事項  
該当なし  
 

９ 中心市街地活性化基本計画に関する事項  
該当なし  

 
１０ 産業集積形成等基本計画に関する事項  

該当なし 



別紙１

移転型事業の住所一覧 【35201　下関市】

備　考 備　考

(地域・工業団地等) (地域・工業団地等)

1 下関市 椋野 (椋野) 32 下関市 藤附町

椋野町１～３丁目 33 大平町

新椋野１～３丁目 34 筋川町

2 藤ケ谷 (藤ケ谷) 35 西大坪町

藤ケ谷町 36 南大坪町

3 壇之浦町 37 筋ケ浜町

4 本町１～４丁目 38 上新地町１～５丁目

5 阿弥陀寺町 39 新地西町

6 中之町 40 新地町

7 唐戸町 41 今浦町

8 後田町１～５丁目 42 伊崎町１～２丁目 (伊崎町)

9 赤間町 長門町

10 宮田町１～２丁目 43 竹崎町１～４丁目

11 幸町 44 大和町１～２丁目

12 貴船町１～４丁目 45 東大和町１～２丁目

13 山の口町 46 春日町

14 上田中町１～８丁目 47 関西町

15 名池町 48 関西本町

16 田中町 49 長崎本町

17 卸新町 50 長崎新町

18 椋野上町 51 長崎中央町

19 南部町 52 長崎町１丁目

20 観音崎町 53 笹山町

21 岬之町 54 上条町

22 入江町 55 桜山町

23 西入江町 56 神田町１～２丁目

24 細江町１～３丁目 (細江町) 57 東神田町

細江新町 58 西神田町

25 豊前田町１～３丁目 59 山手町

26 丸山町１～５丁目 60 中央町

27 あるかぽーと 61 向洋町１～３丁目

28 石神町 62 六連島

29 汐入町 63 元町

30 金比羅町 64 向山町

31 大坪本町 65 東向山町

大字名№ 市町名 大字名 № 市町名



別紙１

移転型事業の住所一覧 【35201　下関市】

備　考 備　考

(地域・工業団地等) (地域・工業団地等)
大字名№ 市町名 大字名 № 市町名

66 下関市 栄町 72 下関市 長府黒門南町 (豊浦町：長府)

67 羽山町 長府羽衣町

68 彦島桜ケ丘町 (彦島) 長府松原町

彦島山中町１～２丁目 長府新松原町

彦島角倉町１～４丁目 長府宮崎町

彦島向井町１～２丁目 長府東侍町

彦島田の首町１～２丁目 長府侍町１～２丁目

彦島塩浜町１～４丁目 長府川端１～２丁目

彦島福浦町１～３丁目 長府南之町

彦島海士郷町 長府惣社町

彦島老町１～３丁目 長府古江小路町

彦島老の山公園 長府中浜町

彦島本村町１～７丁目 長府土居の内町

彦島竹ノ子島町 長府中之町

彦島西山町１～５丁目 (南風泊工業団地) 長府金屋町

彦島迫町１～７丁目 長府金屋浜町

彦島緑町 長府宮の内町

彦島江の浦町１～９丁目 長府逢坂町

彦島杉田町１～２丁目 長府亀の甲１～２丁目

彦島弟子待東町 長府紺屋町

彦島弟子待町１～３丁目 長府安養寺１～４丁目

69 前田 (前田) 長府珠の浦町

前田１～２丁目 長府三島町

70 松小田 長府中土居本町

71 才川 長府中土居北町

72 豊浦町 (豊浦町：長府) 長府印内町

長府高場町 長府前八幡町

長府向田町 長府古城町

長府浜浦町 長府中六波町

長府浜浦南町 長府豊浦町

長府野久留米町 長府中尾町

長府外浦町 長府豊城町

長府黒門東町 長府満珠町

長府八幡町 長府四王司町

長府港町 長府新四王司町



別紙１

移転型事業の住所一覧 【35201　下関市】

備　考 備　考

(地域・工業団地等) (地域・工業団地等)
大字名№ 市町名 大字名 № 市町名

72 下関市 長府江下町 (豊浦町：長府) 77 下関市 秋根本町１～２丁目 (秋根)

長府松小田本町 秋根東町

長府松小田中町 秋根西町１～２丁目

長府松小田東町 秋根南町１～２丁目

長府松小田西町 秋根北町

長府松小田南町 秋根市町

長府松小田北町 秋根上町

長府扇町 (長府扇町工業団地) 秋根上町１～３丁目

長府才川１～２丁目 78 楠乃 (楠乃)

千鳥ケ丘町 楠乃１～５丁目

長府羽衣南町 79 勝谷 (勝谷)

長府日の出町 東勝谷

ゆめタウン 勝谷新町３～４丁目

長府満珠新町 80 田倉 (田倉)

長府黒門町 田倉御殿町１～２丁目

長府浜浦西町 81 形山 (形山)

73 小月町 (小月) 形山町

小月駅前１丁目 形山みどり町

小月茶屋１～３丁目 82 小野

小月杉迫１～３丁目 83 井田

小月公園町 84 田倉町

小月本町１～２丁目 85 一の宮町１～５丁目 (一の宮町)

小月市原町 一の宮東町

小月幸町 一の宮西町

小月宮の町 一の宮住吉１～３丁目

小月京泊 一の宮卸本町

小月西の台 一の宮東町１～３丁目

小月小島１～２丁目 一の宮学園町

小月南町 一の宮本町１～２丁目

小月高雄町 86 勝谷町 (勝谷町)

74 山田 前勝谷町

75 吉田 87 勝谷新町１～２丁目

76 吉田地方 88 伊倉 (伊倉)

77 秋根 (秋根) 伊倉町１～３丁目

秋根新町 伊倉新町１～５丁目



別紙１

移転型事業の住所一覧 【35201　下関市】

備　考 備　考

(地域・工業団地等) (地域・工業団地等)
大字名№ 市町名 大字名 № 市町名

88 下関市 伊倉本町 103 下関市 安岡 (安岡)

伊倉東町

89 川中豊町１～７丁目 104 福江

90 綾羅木 (綾羅木) 105 安岡町１～８丁目

綾羅木本町１～９丁目 106 安岡本町１～３丁目

綾羅木南町１～３丁目 107 横野 (横野)

綾羅木新町１～４丁目 横野町１～４丁目

108 蒲生野

91 古屋町１～２丁目 109 冨任 (冨任)

92 垢田 (垢田) 安岡駅前１～２丁目

垢田町１～５丁目 110 吉見上 (吉見上)

新垢田東町１～２丁目 吉見竜王町

新垢田西町１～４丁目 吉見古宿町

新垢田南町１～３丁目 吉見本町１～２丁目

新垢田北町 吉見新町１～２丁目

93 稗田 (稗田) 吉見里町１～２丁目

稗田町 111 吉見下 (吉見下)

稗田西町 吉見新町

稗田南町 112 永田郷 (永田郷)

稗田北町 永田本町１～４丁目

稗田中町 113 武久町１～２丁目

94 川中本町 (川中本町) 114 幡生町１～２丁目 (幡生)

川中本町１～２丁目 幡生本町

幡生宮の下町

115 生野町１～２丁目

96 有冨 116 宝町

97 熊野町１～３丁目 (熊野) 117 三河町

熊野西町 118 大学町１～５丁目

98 延行 119 山の田北町 (山の田)

99 長州出島 山の田東町

100 石原 山の田本町

101 富任町１～８丁目 山の田中央町

102 梶栗町１～５丁目 (梶栗町) 山の田南町

山の田西町



別紙１

移転型事業の住所一覧 【35201　下関市】

備　考 備　考

(地域・工業団地等) (地域・工業団地等)
大字名№ 市町名 大字名 № 市町名

120 下関市 武久西原台 135 下関市 菊川町下岡枝 (菊川町)

121 王司本町１～６丁目 (王司) 136 菊川町田部 (豊東工業団地)

王司川端１～３丁目 137 豊田町一ノ俣 (豊田町)

王司南町 138 豊田町浮石2593 (旧豊田西中学校)

王司上町１～５丁目 139 豊田町地吉122 (旧三豊小学校)

王司神田１～６丁目 140 豊田町殿敷 (西市工業団地)

東観音町 141 豊田町西市

西観音町 142 豊田町矢田

122 亀浜町 143 豊田町中村 (中村工場団地)

123 千鳥浜町 144 豊田町稲光 (中村工場団地)

124 乃木浜１～３丁目 145 豊田町阿座上 (阿座上工業団地)

125 宇部 146 豊浦町宇賀 (豊浦町)

126 員光 (員光) 147 豊浦町小串

員光町１～４丁目 148 豊浦町川棚 (飛田山工業団地)

127 清末 (清末) 149 豊浦町厚母郷

清末陣屋 150 豊浦町吉永

清末西町１～３丁目 151 豊北町阿川3864-4 (豊北町)

清末五毛１丁目 (旧豊北第三中学校)

清末本町 152 豊北町滝部 (西長門工業団地)

清末中町１～３丁目 153 豊北町北宇賀3087-3 (旧二見小学校)

清末鞍馬１～５丁目 154 豊北町田耕4351 (旧田耕小学校)

128 阿内 155 豊浦町黒井
字郷社屋、黒井、神田下、井原

129 王喜本町１～６丁目 (王喜) 156 豊浦町室津下字室津

王喜宇津井１～３丁目

130 工領開作

131 白崎１～４丁目

132 松屋 (松屋)

松屋本町１～５丁目

松屋上町１～３丁目

松屋東町１～３丁目

133 木屋川１～２丁目 (木屋川)

(木屋川工業団地)

木屋川本町１～５丁目

木屋川南町１～４丁目

134 植田



別紙２

拡充型事業の住所一覧 【35201　下関市】

備　考 備　考

(地域・工業団地等) (地域・工業団地等)

1 下関市 椋野 (椋野) 32 下関市 藤附町

椋野町１～３丁目 33 大平町

新椋野１～３丁目 34 筋川町

2 藤ケ谷 (藤ケ谷) 35 西大坪町

藤ケ谷町 36 南大坪町

3 壇之浦町 37 筋ケ浜町

4 本町１～４丁目 38 上新地町１～５丁目

5 阿弥陀寺町 39 新地西町

6 中之町 40 新地町

7 唐戸町 41 今浦町

8 後田町１～５丁目 42 伊崎町１～２丁目 (伊崎町)

9 赤間町 長門町

10 宮田町１～２丁目 43 竹崎町１～４丁目

11 幸町 44 大和町１～２丁目

12 貴船町１～４丁目 45 東大和町１～２丁目

13 山の口町 46 春日町

14 上田中町１～８丁目 47 関西町

15 名池町 48 関西本町

16 田中町 49 長崎本町

17 卸新町 50 長崎新町

18 椋野上町 51 長崎中央町

19 南部町 52 長崎町１丁目

20 観音崎町 53 笹山町

21 岬之町 54 上条町

22 入江町 55 桜山町

23 西入江町 56 神田町１～２丁目

24 細江町１～３丁目 (細江町) 57 東神田町

細江新町 58 西神田町

25 豊前田町１～３丁目 59 山手町

26 丸山町１～５丁目 60 中央町

27 あるかぽーと 61 向洋町１～３丁目

28 石神町 62 六連島

29 汐入町 63 元町

30 金比羅町 64 向山町

31 大坪本町 65 東向山町

№ 市町名 № 市町名 大字名大字名
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拡充型事業の住所一覧 【35201　下関市】

備　考 備　考

(地域・工業団地等) (地域・工業団地等)
№ 市町名 № 市町名 大字名大字名

66 下関市 栄町 72 下関市 長府黒門南町 (豊浦町：長府)

67 羽山町 長府羽衣町

68 彦島桜ケ丘町 (彦島) 長府松原町

彦島山中町１～２丁目 長府新松原町

彦島角倉町１～４丁目 長府宮崎町

彦島向井町１～２丁目 長府東侍町

彦島田の首町１～２丁目 長府侍町１～２丁目

彦島塩浜町１～４丁目 長府川端１～２丁目

彦島福浦町１～３丁目 長府南之町

彦島海士郷町 長府惣社町

彦島老町１～３丁目 長府古江小路町

彦島老の山公園 長府中浜町

彦島本村町１～７丁目 長府土居の内町

彦島竹ノ子島町 長府中之町

彦島西山町１～５丁目 (南風泊工業団地) 長府金屋町

彦島迫町１～７丁目 長府金屋浜町

彦島緑町 長府宮の内町

彦島江の浦町１～９丁目 長府逢坂町

彦島杉田町１～２丁目 長府亀の甲１～２丁目

彦島弟子待東町 長府紺屋町

彦島弟子待町１～３丁目 長府安養寺１～４丁目

69 前田 (前田) 長府珠の浦町

前田１～２丁目 長府三島町

70 松小田 長府中土居本町

71 才川 長府中土居北町

72 豊浦町 (豊浦町：長府) 長府印内町

長府高場町 長府前八幡町

長府向田町 長府古城町

長府浜浦町 長府中六波町

長府浜浦南町 長府豊浦町

長府野久留米町 長府中尾町

長府外浦町 長府豊城町

長府黒門東町 長府満珠町

長府八幡町 長府四王司町

長府港町 長府新四王司町
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拡充型事業の住所一覧 【35201　下関市】

備　考 備　考

(地域・工業団地等) (地域・工業団地等)
№ 市町名 № 市町名 大字名大字名

72 下関市 長府江下町 (豊浦町：長府) 77 下関市 秋根本町１～２丁目 (秋根)

長府松小田本町 秋根東町

長府松小田中町 秋根西町１～２丁目

長府松小田東町 秋根南町１～２丁目

長府松小田西町 秋根北町

長府松小田南町 秋根市町

長府松小田北町 秋根上町

長府扇町 (長府扇町工業団地) 秋根上町１～３丁目

長府才川１～２丁目 78 楠乃 (楠乃)

千鳥ケ丘町 楠乃１～５丁目

長府羽衣南町 79 勝谷 (勝谷)

長府日の出町 東勝谷

ゆめタウン 勝谷新町３～４丁目

長府満珠新町 80 田倉 (田倉)

長府黒門町 田倉御殿町１～２丁目

長府浜浦西町 81 形山 (形山)

73 小月町 (小月) 形山町

小月駅前１丁目 形山みどり町

小月茶屋１～３丁目 82 小野

小月杉迫１～３丁目 83 井田

小月公園町 84 田倉町

小月本町１～２丁目 85 一の宮町１～５丁目 (一の宮町)

小月市原町 一の宮東町

小月幸町 一の宮西町

小月宮の町 一の宮住吉１～３丁目

小月京泊 一の宮卸本町

小月西の台 一の宮東町１～３丁目

小月小島１～２丁目 一の宮学園町

小月南町 一の宮本町１～２丁目

小月高雄町 86 勝谷町 (勝谷町)

74 山田 前勝谷町

75 吉田 87 勝谷新町１～２丁目

76 吉田地方 88 伊倉 (伊倉)

77 秋根 (秋根) 伊倉町１～３丁目

秋根新町 伊倉新町１～５丁目
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拡充型事業の住所一覧 【35201　下関市】

備　考 備　考

(地域・工業団地等) (地域・工業団地等)
№ 市町名 № 市町名 大字名大字名

88 下関市 伊倉本町 103 下関市 安岡 (安岡)

伊倉東町

89 川中豊町１～７丁目 104 福江

90 綾羅木 (綾羅木) 105 安岡本町１～３丁目

綾羅木本町１～９丁目 106 安岡町１～８丁目

綾羅木南町１～３丁目 107 横野 (横野)

綾羅木新町１～４丁目 横野町１～４丁目

108 蒲生野

91 古屋町１～２丁目 109 冨任 (冨任)

92 垢田 (垢田) 安岡駅前１～２丁目

垢田町１～５丁目 110 吉見上 (吉見上)

新垢田東町１～２丁目 吉見竜王町

新垢田西町１～４丁目 吉見古宿町

新垢田南町１～３丁目 吉見本町１～２丁目

新垢田北町 吉見新町１～２丁目

93 稗田 (稗田) 吉見里町１～２丁目

稗田町 111 吉見下 (吉見下)

稗田西町 吉見新町

稗田南町 112 永田郷 (永田郷)

稗田北町 永田本町１～４丁目

稗田中町 113 武久町１～２丁目

94 川中本町 (川中本町) 114 幡生町１～２丁目 (幡生)

川中本町１～２丁目 幡生本町

幡生宮の下町

115 生野町１～２丁目

96 有冨 116 宝町

97 熊野町１～３丁目 (熊野) 117 三河町

熊野西町 118 大学町１～５丁目

98 延行 119 山の田北町 (山の田)

99 長州出島 山の田東町

100 石原 山の田本町

101 富任町１～８丁目 山の田中央町

102 梶栗町１～５丁目 (梶栗町) 山の田南町

山の田西町
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拡充型事業の住所一覧 【35201　下関市】

備　考 備　考

(地域・工業団地等) (地域・工業団地等)
№ 市町名 № 市町名 大字名大字名

120 下関市 武久西原台 135 下関市 菊川町下岡枝 (菊川町)

121 王司本町１～６丁目 (王司) 136 菊川町田部 (豊東工業団地)

王司川端１～３丁目 137 豊田町一ノ俣 (豊田町)

王司南町 138 豊田町浮石2593 (旧豊田西中学校)

王司上町１～５丁目 139 豊田町地吉122 (旧三豊小学校)

王司神田１～６丁目 140 豊田町殿敷 (西市工業団地)

東観音町 141 豊田町西市

西観音町 142 豊田町矢田

122 亀浜町 143 豊田町中村 (中村工場団地)

123 千鳥浜町 144 豊田町稲光 (中村工場団地)

124 乃木浜１～３丁目 145 豊田町阿座上 (阿座上工業団地)

125 宇部 146 豊浦町宇賀 (豊浦町)

126 員光 (員光) 147 豊浦町小串

員光町１～４丁目 148 豊浦町川棚 (飛田山工業団地)

127 清末 (清末) 149 豊浦町厚母郷

清末陣屋 150 豊浦町吉永

清末西町１～３丁目 151 豊北町阿川3864-4 (豊北町)

清末五毛１丁目 (旧豊北第三中学校)

清末本町 152 豊北町滝部 (西長門工業団地)

清末中町１～３丁目 153 豊北町北宇賀3087-3 (旧二見小学校)

清末鞍馬１～５丁目 154 豊北町田耕4351 (旧田耕小学校)

128 阿内

129 王喜本町１～６丁目 (王喜)

王喜宇津井１～３丁目

130 工領開作

131 白崎１～４丁目

132 松屋 (松屋)

松屋本町１～５丁目

松屋上町１～３丁目

松屋東町１～３丁目

133 木屋川１～２丁目 (木屋川)

(木屋川工業団地)

木屋川本町１～５丁目

木屋川南町１～４丁目

134 植田
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